
リテール決済改革の世界的な潮流について
1）

―リアルタイム送金とモバイル・ペイメントを中心に―

中 島 真 志

1．はじめに

世界的に小口決済改革の動きが急速に進ん

でいる。長年使われてきた旧態依然たるシス

テムから脱却して、「リアルタイムの入金」

「24時間365日対応」「携帯番号による送金が

可能」といった新たな機能を実現しようとし

ているのが大きな特徴である。

英国に端を発した今回の小口決済改革の動

きは、その後、シンガポールや豪州に波及し

た。また、米国および欧州が、同様な小口決

済改革に動き出したことから、今やこうした

動きは、グローバルなトレンドとなりつつあ

る。こうしたグローバルな改革の波から取り

残されないようにするためには、わが国でも

適切な時期に適切な対応を進めていくことが

求められる。

2．決済システム改革の潮流

⑴ 大口決済システムと小口決済システム

まず、今回の小口決済改革の流れをやや大

きな視点から俯瞰しておくこととしよう。決

済改革の流れは、まず「大口決済システム改

革」として約20年にわたって行われ、それが、

ここに来て小口決済システムへと及んできた

形となっている。

決済システムは、大口決済システムと小口

決済システムに大きく分けることができる

（図表 1）。「大口決済システム」は、イン

ターバンクの資金取引や国債売買のための資

金の支払い、外為取引などに用いられる決済
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図表１ 大口決済システムと小口決済システム

決済システム

大口決済システム

小口決済システム

インターバンクの資金取引、
国債売買のための資金の支払､
外為取引など

企業や個人による比較的小額
の決済を行う

日銀ネット
Fedwire、CHIPS
TARGET2、EURO1

全銀システム、
ACH（米)、Bacs（英)
STEP2（EU)

(中央銀行が運営)
＜1件当たりの金額が大きい＞

(民間が運営)
＜件数が膨大＞

出所：著者作成



の仕組みであり、中央銀行が運営しているの

が一般的であり、1件当たりの金額が大きい

のが特徴である。具体的には、米国の

Fedwire や CHIPS、欧 州 の TARGET2 や

EURO1、わが国の日銀ネットなどがこれに

該当する。

一方「小口決済システム」は、企業や個人

による比較的小額の支払いや送金の決済を行

う仕組みであり、民間（銀行協会など）が運

営するのが一般的であり、1件当たりの金額

は小さいものの、決済件数が膨大なのが特徴

である。具体的には、米国のACH、英国の

Bacs、EUのSTEP2、わが国の全銀システム

などがこれに当たる。

⑵ 大口決済システム改革の流れ

小口決済改革の流れをみる前に、まず、大

口決済改革の流れについて、簡単に振り返っ

ておこう。

① RTGS化の流れ

大口決済システムは、もともとはほとんど

の国で 1日に 1回のネット決済を行う「時点

ネット決済システム」（DTNS：Designat-

ed-Time Net Settlement）であった。しかし

DTNSシステムは決済リスクに脆弱な面が

あったことから、リスク削減のために、支払

指図を 1件ごとにグロスで即時に決済する

「RTGSシステム」（Real-Time Gross Settle-

ment）に改革する流れが広まっていった。

こうしたRTGS化の波は、1990年代後半ごろ

から広まり、2012年頃に一段落している。世

界銀行の調査によると、この時期までに世界

の85％の国（150ヵ国中127ヵ国）でRTGSシ

ステムが導入されている2）（図表 2）。

② インテグレイテッド化の流れ

次に進んだのが、RTGSシステムに流動性

節約機能を付加する動きである。RTGSシス

テムでは、決済のために多くの流動性（資

金）が必要であったため、従来の「RTGS

モード」による決済のほかに、少ない流動性

で決済を行うことのできる「流動性節約モー

ド」を追加し、2つの決済モードを有するシ

ステムへと改革を進める動きが先進国の間で

広まった。こうした最先端の決済システムは、

2つの機能を統合したシステムという意味で

「インテグレイテッド・システム」または

「流動性節約機能付きRTGSシステム」と呼

ばれた3）。

こうした動きは、カナダの「LVTS」の導

入によって1999年に始まり、その後2000年代

に入って、ドイツ、イタリア、シンガポール、

EUなどに波及していった。こうした流れの
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2） World Bank（2012）.

3） 詳細は、中島・宿輪（2013）の第 4章を参照のこと。

図表２ RTGSシステムの採用国の推移

(ヵ国) 2012年：127ヵ国
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中で、わが国でも日本銀行の運営する「日銀

ネット」が2008年に流動性節約機能を追加し

てインテグレイテッド・システムとなった

（図表 3）。また直近では、英国の「CHAPS」

が2013年に流動性節約モードを追加して、こ

うした流れに加わっている。

⑶ 大口決済改革から小口決済改革へ

このように、大口決済改革が、RTGS化や

インテグレイテッド化というかたちで進み、

それらが一段落したあとで進められているの

が小口決済システムの改革であり、「リテー

ル決済改革」とも呼ばれている。大口決済で

進められた改革の流れから取り残され、旧態

依然としたままのシステムとなっていた小口

決済システムを、最新のIT技術を用いて高

度化し、利用者にとってより利便性の高い決

済サービスを提供していこうとする動きであ

る。

こうした小口決済改革は、2つの方向性で

進められている（図表 4）。

第 1は、「リアルタイム・リテールペイメ

ント」に向けた動きである。これは、従来、

送金相手の口座に入金されるまでに 1〜3日

を要していた「スローな送金」から、ほぼリ

アルタイムで入金が行われるようにする「リ

アルタイム送金」への改革を行うものである。

また同時に、従来は「平日・日中の送金」し

かできなかった銀行送金を「24時間365日」

いつでも可能にしようとするものである。

第 2は、「モバイル・ペイメント」の動き

である。従来は、相手の口座番号を知らなけ

れば送金を行うことはできなかったが、これ

を相手の携帯電話番号によって送金を可能に

しようとするものである。このサービスを使

うために、顧客は銀行に自分の口座番号と 1

対 1で紐付ける携帯電話番号を予め登録して

おく。この口座番号と携帯番号の対応関係は、

すべての銀行分が中央データベースで一括し

て管理される。送金を行う時には、銀行が提

リテール決済改革の世界的な潮流について

― 3 ―

図表３ インテグレイテッド・システム導入の広がり

国 名 インテグレイテッド・システム 導入時期

カナダ LVTS 1999年 2月

フランス PIS（PNSとTBF） 1999年 4月

ドイツ RTGSplus 2001年11月

イタリア new BIREL 2004年 4月

シンガポール MEPS + 2006年12月

EU TARGET2 2007年11月

日 本 日銀ネット（次世代RTGS） 2008年10月

韓 国 BOK-Wire+ 2009年 4月

英 国 CHAPS 2013年 4月

出所：各種資料より著者作成

図表４ リテール決済改革の２つの方向性

リテール決済改革

リアルタイム・リテールペイメントの動き

モバイル・ペイメントの動き

①「スローな送金」から「リアルタイム送金」へ
②「平日・日中の送金」から「24時間365日の送金」へ

•携帯番号による送金の実現
出所：著者作成



供するモバイル・アプリを用いて、送金金額

を入力し、アドレス帳から受取人の携帯番号

を指定して、送金ボタンを押すだけで、リア

ルタイムの送金を行うことができる。

こうした改革が実現して、24時間365日の

いつでもリアルタイムに送金ができ、スマー

トフォンから携帯番号で送金ができるように

なれば、小口決済システムの利便性は向上し、

国民生活が格段に便利になるとともに、経済

的な効率性が大幅に高まることとなろう。以

下では、こうした 2つのトレンドについて、

各国の実情を踏まえて考察することとする。

3．リアルタイム・リテールペイメ

ントの動き

⑴ 英国の動き

世界のリテール決済改革の口火を切ったの

は英国である。その背景や改革の内容をみる

と、以下のとおりである。

① スローな送金のBacs

英国には、従来から「Bacs」という小口

決済システムがあり、送金や給与振込などに

幅広く用いられてきた。但し、このBacsは、

送金人が銀行に送金を依頼すると、1日目が

入力日、2日目が処理日、3日目が入金日と

なる「 3日サイクル」で処理を行っており、

送金の依頼から受取人の口座に入金されるま

でに 3日間を要する極めて旧式の決済システ

ムであった（図表 5）。こうしたスローな送

金に対しては、受取人口座への着金までに時

間がかかりすぎるとして、公正取引庁や財務

省などが小口決済の非効率性を指摘し、改善

を求めていた4）。

② ファスター・ペイメントの構築

こうした批判を受けて、英国の銀行界が数

年がかりで構築したのが「ファスター・ペイ

メント」である。ファスター・ペイメントは、

インターネットなどによる送金依頼を受けて、

迅速な資金移動を可能にする仕組みであり、

2008年 5月に稼働を開始した。

ファスター・ペイメントには、主要10行が

メンバー行として直接参加しているほか、中

小金融機関など約300先が間接的に参加して

おり、ほぼすべての金融機関がその枠組みに

参加している5）。「ファスター・ペイメント・

スキーム」という直接参加行（10行）が株主

となった組織が運営主体となっている。また、

システムの運営は、システム開発を担当した

VocaLink社が行っている。

ファスター・ペイメントの特徴は、以下の

とおりである。

⒜ ｢ほぼリアルタイム」の送金が可能で

あることである。送金の依頼から、通常「数

分以内」に受取人の口座に入金される。これ

は、入金までに 3日を要していたBacsに比

べると、大きな改善であったものと言える。

⒝ ｢24時間・365日」の送金に対応してい

Reitaku International Journal of Economic Studies
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4） ｢クルックシャンク・レポート」（2000年 3月、財務省・銀行サービス調査委員会）、「英国の決済システム」（2003

年 5月、公正取引庁）など。

5） 日本銀行（2014）。

図表５ Bacsの３日サイクル

1日目
｢入力日｣

2日目 3日目
｢処理日｣ ｢入金日｣

•支払人の取引銀行
　への送金依頼

•Bacsへの支払ファ
　イルの送信

•Bacsでの支払ファ
　イルの処理

•Bacsでのネッティ
　ングの実施

•BOEにおける直接
　参加者間の資金決
　済の実施
•受取銀行での受取
　人の口座への入金

出所：Bacs資料をもとに著者作成



ることである。送金人は、銀行の営業時間外

や休日にも送金依頼を行うことができ、送金

指図は即時に処理される。この点も、送金が

「平日の日中」に限られていたBacsに比べる

と、大きな前進であった。

⒞ 1件当たりの送金額の上限は、25万ポ

ンド（約3, 300万円）とされており、小口決

済の上限額としては、やや高めの設定となっ

ている6）。

⒟ 銀行間の資金決済は、1日に 3回（朝、

昼、夕方）のネット決済が行われ、送金の支

払額と受取額の差額の決済が中央銀行である

「イングランド銀行」（BOE）の口座におい

て行われる（図表 6）。各メンバー行では、

BOEに通常の当座預金とは別に「準備担保

口座」（RCA7））を開設し、そこにファス

ター・ペイメントの決済に必要な資金を事前

に払い込んでおく「プレ・ファンディング・

モデル」をとっている。

③ ファスター・ペイメントの意義

ファスター・ペイメントは、世界のリテー

ル決済改革の口火を切ったという意味で重要

な位置付けにあるものと言える。これまで、

多くの国の小口決済システムは、送金の完了

までに 1〜3日を有する「スローな決済シス

テム」であり、また送金の処理も銀行の日中

の営業時間に限定されており、夜間や土日に

は他行への送金ができないのがごく一般的で

あった。

英国のファスター・ペイメントがこの常識

を覆して、「リアルタイム送金」と「24時間

365日送金」を同時に実現させたことの意義

はかなり大きいものと言えよう。「銀行の営

業時間だけに送ることができるスローな送

金」という従来の小口決済の常識を覆す、前

例のない革新的な決済システムであったもの

リテール決済改革の世界的な潮流について
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6） 当初の上限額は 1万ポンドであったが、その後10万ポンドに引上げられ、さらに25万ポンドとなった。ただし、参

加行では、独自にこれより低い 1件当たりの上限額を設けており、また 1日当たりの上限額を設けているケースが多

い。

7） Reserve Collateralization Accountの略。

図表６ ファスター・ペイメントの仕組み

＜送金人X＞ ＜受取人Y＞

＜送金銀行A行＞ ＜受取銀行B行＞ 

①送金依頼

②支払指図 ③支払指図

⑦入金

ファスター・ペイメント

インターネット､
電話

④確認メッ
　セージ

⑤確認メッ
　セージ

BOE

⑥資金決済ネット・ポジションの
決済依頼（1日3回)

決済完了通知

出所：著者作成



と言える。世界のリテール決済改革の潮流は、

この英国のイノベーションの後を追って、同

様な先進的な機能を各国で実現する方向で動

いているのである。

付言すると、このイノベーションを後押し

したのは政府部門であり、特に消費者の利害

を代弁する立場の公正取引庁の役割が大き

かった。2000年代初めの時点で欧州の多くの

国の小口決済システムは、当日決済（same

day）または翌日決済（next day）となって

おり、Bacsの 3日目決済（3 days）というの

は、欧州において最も立ち遅れたシステムと

なっていた。公正取引庁では、この点を「消

費者にとって不利益が生じている」として問

題視し、報告書の公表などを通じて、銀行界

に対してプレッシャーをかけ続けた。すなわ

ち、英国の銀行界が改革に向けて自主的に動

いたというよりは、公的な圧力に追い詰めら

れて小口決済システムの刷新に取り組んだと

いうのが実態に近いものと言えよう。このよ

うに英国の銀行界が、小幅な改革だけでは済

まされないような状況に追い込まれていたこ

とが、「いつでも送金可能」や「個人顧客の

手数料無料」といった、従来の銀行サービス

からすると、やや大盤振る舞い的なサービス

となった理由であるものと考えられる。

何れにせよ、英国の小口決済システムは、

こうした取り組みによって、結果的に最も立

ち遅れた位置付けから、一躍世界の最先端に

躍り出ることとなった。そして、現在、世界

各国がこのファスター・ペイメントを目標と

して、小口決済システム改革を行っているの

である。

⑵ シンガポールの動き

① リテール決済改革の波及

こうした動きが次に波及したのが、シンガ

ポールである。旧式な小口決済システムの改

革が喫緊の課題となっていたシンガポールで

は、新規にゼロからシステム開発を行う代わ

りに、英国のVocaLink社からファスター・

ペイメントのシステムを購入することを決め

た8）。そして、これをカスタマイズしたシス

テムを「FAST」（Fast And Secure Trans-

Reitaku International Journal of Economic Studies
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8） ファスター・ペイメントの開発を行ったVocaLink社では、ファスター・ペイメントの海外向けシステムを「即時

決済システム」（Immediate Payments）と名付けて、各国へ売り込みを図っていた。

図表７ シンガポールのFASTの概要

名 称 FAST（Fast And Secure Transfers）

稼働開始 2014年 3月

参加行 主要20行

スキームオーナー シンガポール・クリアリングハウス協会

システム運営者 バンキング・コンピュータ・サービシズ有限会社

決済銀行 MAS（シンガポール通貨庁）

元となったシステム
VocaLink社の「即時決済システム」

（ファスター・ペイメントの外販用バージョン）

送金の処理時間 ほぼリアルタイム（相手口座の入金まで 2秒）

稼働時間 365日24時間

顧客の指図方法 インターネット・バンキング

決済上限
1件当たり1万シンガポールドル（≒90万円）

（このほか、日次と月次の制限あり）

決済サイクル 1日に 2回（午前と午後）

担 保
完全担保モデル（Fully Collateralized Model：

MASの口座に現金担保を積んでおく方式）

出所：著者作成



fers）として2014年 3月から稼働させている。

② FASTの概要

FASTは、顧客からインターネット・バン

キングで受け付けた送金依頼を、①リアルタ

イムで処理し（相手口座への入金は 2秒以内

とされている）、②稼働時間は24時間365日で

あるなど、英国のファスター・ペイメントと

ほぼ同様な機能となっている（図表 7）。

FASTには、国内の大手20行が参加してい

るが、それ以外の金融機関（約110先）は参

加しておらず9）、大手行限定のサービスと

なっている。

FASTでの送金の上限は、1件当たり 1万

シンガポールドル（約90万円）となっており、

小口決済に特化したかたちとなっている。民

間の主要銀行や中央銀行などからなる「シン

ガポール・クリアリングハウス協会」が運営

主体となっている。

FASTを通じた送金に関する銀行間での資

金決済は、中央銀行であるMAS（シンガ

ポール通貨庁）の口座で、1日に 2回（午前

と午後）、時点ネット方式で行われる。決済

に必要となる資金については、MASの口座

に各行がFAST用の決済資金を事前に現金担

保として積んでおく「完全担保モデル」がと

られている。決済資金が常に事前に確保され

ていることにより、FASTを通じた送金には、

即時のファイナリティ（決済完了性）が付与

されている。

③ FASTの意義

FASTは、英国のファスター・ペイメント

のシステムを購入して構築したため、機能的

には、ファスター・ペイメントとほぼ同様な

ものとなっている。シンガポールのこの動き

は、リテール決済改革の動きが、英国の一国

だけに止まらず、各国へ波及していく契機と

なった。稼働開始は、ファスター・ペイメン

トから 6年遅れとなったが、欧州外では、初

のリアルタイム・リテールペイメントとなっ

た。なお後述するように、米国でも同様に、

VocaLink社からのシステム購入によってリ

アルタイム・リテールペイメントを構築する

予定である。

⑶ 豪州の動き

① NPPの構築の動き

シンガポールと並んで、英国のリテール決

済改革の影響を受けたのが豪州である。豪州

でも旧式な小口決済システムの見直しが課題

となっており、2012年に新しい小口決済イン

フラである「NPP」（New Payments Plat-

form）を構築するプロジェクトを立ち上げ、

必要な機能の検討やシステムベンダーの選定

を進めていた。

ここでもVocaLink社が積極的な売り込み

を図っていたことから、シンガポールと同様

に、英国のシステムが採用される可能性が高

いものとみられていた。

ところが、2014年12月になって、NPPの

システムの開発・運営を「SWIFT」が一括

して受注することが発表された。SWIFTは、

金融取引に関するメッセージ通信を国際的な

ネットワークにより提供する組織であり10）、

SWIFTのシステム開発の受注は意外感を

もって受け止められた。

SWIFTでは、NPPに対して、①ネット

ワークの提供、②決済用システムの構築、③

アドレス用データベース11）の構築の 3つを

提供するものとしている。

NPPは、英国のファスター・ペイメント

やシンガポールのFASTと同様に、①リアル

タイム決済を行う、②24時間365日型の決済

システムとなる見込みである。

NPPプロジェクトには、国内の主要12行

が参加しており、これらの銀行が「NPP

オーストラリアリミテッド」という運営主体

リテール決済改革の世界的な潮流について
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9） 日本銀行（2014）。

10） SWIFTの詳細については、中島（2009）を参照のこと。

11） これは、後述するモバイル・ペイメントのために用いるデータベースである。



となる会社を立ち上げている。NPPは、現

在SWIFTがシステム開発を進めており、

2017年後半に稼働開始の予定である（シンガ

ポールから 3年半遅れのスタートとなる）。

② NPPの仕組み

NPPでは、ファスター・ペイメントや

FASTと同様に、送金銀行と受取銀行との間

の送金処理がほぼリアルタイムに行われる。

NPPの特徴は、銀行間の資金決済が豪中銀

（RBA）における小口決済用の口座において、

1件ごとにリアルタイムで行われる「リアル

タイム・セトルメント」（即時決済）の仕組

みをとっている点である。英国やシンガポー

ルのリアルタイム・リテールペイメントでは、

1日に 2〜3回にまとめて差額のネット決済が

行われることになっており、資金決済の方法

が大きな違いとなっている（図表 8）。

参加行では、RBAに大口決済システムの

決済に用いる当座預金（RTGS口座）とは別

に、小口決済用の「FSS12）口座」を開設する。

そして、RTGS口座とFSS口座との間の流動

性の移動が「自動トランスファー機能」に

よって行われる点も特徴である。すなわち、

参加行が自行のFSS口座残高の上限額と下限

額を予め設定しておくと、上限額を上回った

（受取りが多かった）場合には、上限を超え

た余剰資金をRTGS口座に移す一方、下限額

を下回った（支払いが多かった）場合には、

下限への不足額をRTGS口座から自動的に埋

め合わせる。これにより、参加行はFSS口座

の流動性管理（残高管理）に煩わされる必要

がなくなる。また、夜間や休日など大口決済

システムの稼働時間外には、RTGS口座の

「全額」を自動的にFSS口座に移管すること

によって、夜間や休日にFSS口座の残高不足

が発生するのを防止する仕組みとなっている

（図表 9）。

③ NPPの意義

第 1に、SWIFTがシステム構築を行うこ

とが挙げられる。SWIFTがベンダーとして

決済システムの構築を受託するのは、これが

初めてとなる。SWIFTはもともと、決済シ

ステムと参加行との間の決済指図の受送信に

ネットワークを提供するかたちで決済システ

ムへの関与を始めた（第 1段階）。次に、「Y

コピー13）」などSWIFTのネットワーク上の

データを加工して決済システム用に提供する

サービスの提供を始めた（第 2段階）。そし
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12） Fast Settlement Serviceの略。

図表８ リアルタイム・セトルメントの仕組み

小口決済口座

RTGS口座

ネット決済
(1日に3回)

小口決済口座

RTGS口座

リアルタイム決済
(1件ごと)

①ファスター・ペイメント（英国) ②NPP（豪州)

プレ・ファンディング

中央銀行
(BOE)

中央銀行
(RBA)

出所：著者作成



て今回は、ベンダーとして自らがシステム開

発を担うこととなった（第 3段階）。その意

味で、今回のシステム開発の受託は、

SWIFTの決済システムへの関与が新たな

フェーズに入ったことを意味するものである。

第 2に、機能面からみると、銀行間の資金

決済がリアルタイムで行われる「リアルタイ

ム・セトルメント」（即時決済）の仕組みが

とられている点が斬新である14）。1件当たり

の決済金額が小さい小口決済システムにおい

て、1件ごとにリアルタイムで資金決済まで

行う必要があるのかという点については、効

率性の点からは若干の疑問も残るが、いずれ

にしても新たな試みとなっている。

第 3に、RTGS口座とFSS口座の流動性の

移動が「自動トランスファー機能」により行

わるようになっている点も新しい工夫である。

従来は、中央銀行に 2つの口座を持つ場

合15）には、参加行が 2つの口座の残高をマ

ニュアルで管理する必要があったが、この点

が自動化されている点が注目される。便利な

流動性管理の機能として、今後、他の決済シ

ステムでも取り入れられていく可能性がある

ものとみられる。

第 4に、決済資金については、予め小口決

済用のFSS口座に払い込んでおく「プレ・

リテール決済改革の世界的な潮流について
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13） 個別行からSWIFTのネットワークへの支払指図が送信されると、このメッセージの主要部分をコピーして決済シ

ステムに送る仕組み。Yコピーは、中央銀行が運営する多くのRTGSシステムにおいて用いられている。詳細は、中

島（2009）のp. 268を参照のこと。

14） スウェーデンの「PRT」では、参加者が中央銀行（の運営主体の口座）に予め払い込んだ資金を見合いに、その

資金の限度内で 1件ごとにPRT内で即時決済を行う「民間RTGS方式」を採用している（日本銀行[ 2014]）。

15） たとえば、日銀ネットの利用行では、RTGS決済に用いる「当座勘定（通常口）」と流動節約機能に用いる「当座

勘定（同時決済口）」の 2つの口座を有する。

図表９ NPPの仕組み

アドレス・
サービス

A行 B行

SWIFTインターフェース

FSS口座

RTGS口座

自動トランスファー

豪中銀（RBA)

上限

下限

100

50

RTGSの稼働時間外は
全額をFSS口座に移管

FSS：Fast Settlement Service

①

②

③④a ④b

ケータイ番号
口座番号

オーバーレイ・
サービス

SWIFTインターフェース

送金人 受取人

セトルメント
(資金決済)

クリアリング
(支払指図)

出所：SWIFT資料をもとに著者作成



ファンディング」の仕組みがとられている。

この点は、先行した英国のファスター・ペイ

メント16）やシンガポールのFASTでも同様で

あり、今後、続々と続くものとみられるリア

ルタイム・リテールペイメントにおいては、

こうしたプレ・ファンディングの仕組みが主

流になっていくものとみられる。

⑷ 米国の動き

ここまでで話が終わっていれば、英国、シ

ンガポール、豪州といった一部の国における

動きということで、注目度はさほど高まらな

かったかもしれない。しかし、米国と欧州が

この動きに加わり、グローバルに事態は急展

開しようとしている。ここでは、まず米国の

動きについてみる。

① Fedによる改善提案

米国の中央銀行である「Fed」では、2013

年 9月に「決済システムの改善17）」という

パブリック・コンサルテーション用のペー

パーを発表し、関係者からのコメントを求め

た。

Fedでは、この中で①誰でも利用できる

（ubiquitous）、②リアルタイムに近い送金

（near-real-time payments）、③受け手の銀行

口座を知らなくても送金ができるようにする、

という3点の導入を提唱した。

このペーパーに対するコメント（サポート

する意見が多かった）を踏まえて、Fedでは、

2015年 1月に「米国決済システムの改善に向

けた戦略18）」という第 2 弾のペーパーを公

表した。このペーパーは、実現までの道筋を

示したものとして、関係者の間では「ロード

マップ」と呼ばれた。

これを受けて2015年 4月に決済関係者が参

加する「ファスター・ペイメント・タスク

フォース」が組織され、インスタント・ペイ

メントが満たすべき「クライテリア」（評価

基準）を策定した。クライテリアは、高いア

クセス性（ubiquity）、効率性、安全性、ス

ピード、法律面、ガバナンスなど 6分野にわ

たっており、全部で36項目に分かれている。

その後、タスクフォースのメンバーからプ

ロジェクトの提案（solution proposal）を

募ったところ、2016年 4月末までに全部で19

の提案が出された。現在、マッキンゼー社が

レビュー担当として、これらの提案をクライ

テリアに照らした評価作業を行っており、そ

の結果が2017年 6月までに最終レポートとし

て公表される予定である。その時点で最終的

な提案を選定し、2019年〜2021年ごろの稼働

開始を目指す予定である。

これらの提案の中でも本命とみられている

のが「TCH19）」である。TCHでは、これま

でも長年にわたり小口決済システムである

「ACH」を運営してきた実績がある。TCHで

は、すでに英国のVocaLink社（英国のファ

スター・ペイメントを構築した）やFIS社、

D+H社などとの間で、企業連合を形成して

システム開発に着手している（上記プロセス

で選定されることを前提としている）。Voca-

Link社がソフトウェアを担当するため、

TCHのサービスは、英国のファスター・ペ

イメントに近い機能となるものとみられてい

る。また米国では、1社による独占を嫌う傾

向があるため、最終的に選ばれるのは、1社

ではなく複数社となる可能性もあるものとみ

られている。

② ファスター・ペイメントの構築オプション

ロードマップの中では、ファスター・ペイ

Reitaku International Journal of Economic Studies
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16） 英国のファスター・ペイメントでは、当初は「後払い方式の担保モデル」がとられており、参加行では、自行の

「ネットポジションの上限」（NSC：Net Sender Cap）を決めて、それに応じて国債などの担保を拠出していた。こ

の方式は、2015年 9月に小口決済用の「準備担保口座」（RCA：Reserve Collateralisation Account）に決済に必要な

資金を事前に払い込む「プレ・ファンディング方式」に変更された。

17） 原題は“Payment System Improvement”である。

18） 原題は、“Strategies for Improving the U.S. Payment System”である。

19） The Clearing Houseの略。元々は、ニューヨーク手形交換所であった。



メントの構築オプションとして、以下の 4つ

の選択肢を示している。

1）オプション 1

ATMのインフラを利用して、リアルタ

イムの送金を行う。

2）オプション 2

インターネット回線を使って、個別行間

で直接清算（direct clearing）を行う（分

散構造をとる）。

3）オプション 3

リアルタイム専用の新たなインフラを構

築する。従来のACHはそのまま残す。

4）オプション 4

リアルタイム専用の新たなインフラを構

築し、それが従来のACHの機能も代替す

る。

このうち、既存のATMのインフラを転用

するという「オプション 1」では、機能的に

限界があるものとみられる。また個別行間で

別々に直接清算を行うという「オプション

2」は、個別行の事務処理が煩雑となること

から、実現性には乏しいものとみられる（多

くの国では、個別決済が大変だからこそ、集

中決済を導入しているのである）。このよう

に、これら 2つのオプションは、実現性が疑

わしく、数合わせのための提案である可能性

が高い。

実現性が高いのは、残りの 2つの選択肢で

あるが、このうち「オプション 3」では、リ

アルタイム型のファスター・ペイメントを構

築する一方で、従来型のACHも残存させる

ため、両方のシステムが併存するかたちとな

る。この場合、急がない送金（non-urgent

payment）は、従来どおりACHで行われる

一方で、緊急性の高い送金（urgent pay-

ment）は、ファスター・ペイメントでリア

ルタイムに処理されることになる。これに対

して「オプション 4」は、従来型のACHを

廃止して、すべての小口決済を新たなリアル

タイム型の決済システムに一本化するという、

やや大胆な案である（図表10）。

これまで広く使われてきたACHを廃止す

るという「オプション4」は、金融機関のほ

か、これまで長年ACHを使ってきた個人や

企業にも広汎に影響が及ぶため、社会的な影

響が大きく、実現に向けては大きな困難が伴

うものとみられる。

このように考えると、従来からのACHは

そのまま稼働させたうえで、迅速な送金を求

めるユーザーに対しては、新たにファス

ター・ペイメントを追加して提供するという

「オプション 3」が選択される可能性が高い

ものと考えられる。実際、Fedが手本として

リテール決済改革の世界的な潮流について
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図表10 米国におけるファスター・ペイメントの構築オプション

オプション3
＜併存型＞

オプション4
＜一本化型＞

ファスター・ペイメント

すべての送金

ファスター・ペイメント

ACH

リアルタイムの送金

スローな送金
銀行

企業・個人

小口決済
システム

出所：著者作成



いる英国では、従来型の小口決済システムで

あるBacsが残存しており、Bacsとファス

ター・ペイメントが併存するかたちとなって

いる20）。

③ ファスター・ペイメントの担い手とシステム

構築

上記のように、Fedではここまで、小口決

済改革のペーパーを発表したり、中心になっ

てタスクフォースを組織したりして、「触媒

役」（catalyst）としてリテール決済改革の動

きを主導してきている。しかし、ファス

ター・ペイメントの実際の構築や運営につい

ては、民間サイドに一任する方針である21）。

こうした中で、これまで民間ACH22）を運

営してきた「TCH23）」が、前述のように、

ファスター・ペイメントの運営主体となる本

命とみられている。TCHでは、すでに2015

年12月に、VocaLink社との間でリアルタイ

ム・リテールペイメントの構築の検討に関す

る基本合意書（LOI：Letter of Intent）を締

結している。これによりTCHでは、Voca-

Link社のソフトウェアに基づいて、ファス

ター・ペイメントの構築を進めている。した

がって米国のファスター・ペイメントは、

VocaLink社のシステムをベースとしたもの

となり、英国型のものとなる可能性が高いも

のとみられる。

⑸ 欧州の動き

欧州でも、ECB（欧州中央銀行）が主導

するかたちで、リテール決済改革に動き出し

ている。なお、欧州では、リアルタイム型の

小口決済は、一般的に「インスタント・ペイ

メント」と呼ばれている。

① 推進主体としてのECB

欧州（ユーロ圏）においてリテール決済改

革の推進主体となっているのが、「ユーロ小

口決済理事会」（ERPB：Euro Retail Pay-

ments Board）である。ERPBは、ECBの傘

下に決済に関連するシニアレベルの関係者

（銀行、消費者、小売り、企業などの代表）

を集めた組織であり、2013年12月に発足して

いる。ERPBは、ECBの決済部門の担当理事

が議長を務めているほか、事務局もECBと

なっており、実質的には中央銀行である

ECBが主導しているものと捉えることがで

きる。

欧州では、国ごとにいくつかのインスタン

ト・ペイメントを構築する計画が持ち上がっ

ている。このためECBでは、従来型のACH

のように、国ごとにリアルタイム型の決済シ

ステムが分立するかたちとなることを何とか

回避しようとしている。

ユーロ圏では、これまで10年以上にわたっ

て、ユーロ圏全域を 1つのリテール決済圏と

して統合しようとする「SEPA」（単一ユー

ロ決済圏）というプロジェクトが進められて

きた。SEPAでは、すべての銀行と各国の

ACHが統一的なSEPAの送金標準を用いるこ

ととされ、従来の各国ごとの送金フォーマッ

トの利用は禁止された。

SEPAへの移行は、漸く2014年 8月に完了

したが、これは送金のフォーマットが統一さ

れたというだけであり、依然として各国に

ACHが分立（ユーロ圏に20以上のACHが分

立）している状態には変わりがない。

ECBとしては、今後、送金フォーマット

の統一を梃子として、従来型のACHの合併

や統合を促していこうとしている中で、新た

にリアルタイム型の決済システムが分立する

状況を招くといった事態は何としても避けた

い状況にある。このため、インスタント・ペ

イメントを「汎欧州ベースでのサービス」と

するように働きかけている。
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20） シンガポールでも同様に、FASTの稼働後も従来型の「GIRO」はそのまま存続しており、GIROとFASTが併存

する形となっている。

21） Fed関係者のヒアリングによる。

22） 米国では、TCHの運営している「民間ACH」とFedが運営している「FedACH」の 2つのACHがある。

23） The Clearing Houseの略。元のニューヨーク手形交換所（New York Clearing House）である。



すなわちERPBでは、「24時間365日の稼働、

ほぼリアルタイムの入金」などのインスタン

ト・ペイメントの定義を定めたうえで、「イ

ンスタント・ペイメントは、汎欧州レベルの

ものでなければならない」としており、（少

なくとも）1つのインスタント・ペイメント

がユーロ圏全域のリアルタイム送金を取扱う

ことを求めている。また、「もし、国レベル

で構築された場合には、相互運用24）が可能

（interoperable）なものでなければならない」

との方針を発表して、国ごとにインスタン

ト・ペイメントが分立する状況をなんとか回

避しようと働きかけている。

ま た、ERPB で は、欧 州 決 済 協 議 会

（EPC25）：European Payments Council）に

対して、インスタント・ペイメント上での送

金（「SCTinst」と呼ばれる）のルールブック

を作成するように求めている。

② インスタント・ペイメントの運営主体

こうした中で、ERPB（実質ECB）の動き

に呼応するように動いているのが、「EBAク

リアリング」である。同社は、もともと汎欧

州の決済サービスを提供するための組織であ

り、国の色が付いていないニュートラルな組

織である26）。すでに、ユーロ圏全域を対象

とするいくつかのユーロの決済サービス27）

を運営しており、汎欧州のサービス提供主体

としては最適の先とみられる。

EBAクリアリングでは、インスタント・

ペイメントの検討文書（「ブルー・プリント」

という）を作成するなど検討を進めてきてお

り、2015年10月には、提案依頼書（RFP：

Request for Proposal）を発出して、システ

ム開発業者の募集を開始した。その結果、

2016年 2月には、イタリアのSIA社とシステ

ム開発に関する基本合意書に調印を行った。

このため、SIA社がSCTinstに準拠して開

発するシステムを使って、EBAクリアリン

グがインスタント・ペイメントを提供する方

向で準備が進んでいる。今のところ、EBA

クリアリングのインスタント・ペイメントは、

2017年11月の稼働開始を計画しており、当初

から「汎欧州のインフラ」として構築される

ことになる。

なお、こうしたEBAクリアリングの動き

に対抗するかたちで、「STET」（仏のACH

運営主体）や「Equens」（ドイツ、オランダ、

イタリアでACHを運営）も、インスタン

ト・ペイメントを導入する計画を進めており、

いずれもEBAクリアリングと同じく2017年

11月の稼働開始を目指して、システム開発を

行っている。このため、ECBの願いも虚し

く、ユーロのインスタント・ペイメントは、

いくつかのシステムの分立体制となる可能性

が強まっている。

③ 米国、欧州の意義

米国や欧州がリテール決済改革に乗り出し

たことで、この動きは、一部国のみの動きに

止まらず、グローバルなトレンドになろうと

している。米国や欧州が、24時間365日可能

なリアルタイム決済に移行すれば、他の国や

地域でも同様な小口決済システムを構築して

いこうとする動きが広がる可能性が高いもの

とみられる。

4．モバイル・ペイメント

上記のような小口決済のリアルタイム化と

同時並行で進んでいるのが、「モバイル・ペ

イメント」の動きである。

⑴ モバイル・ペイメントとは何か

「モバイル・ペイメント」とは、利用者が

携帯番号を使って相手の銀行口座に送金を行

リテール決済改革の世界的な潮流について
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24） リアルタイム処理を行うシステム間で、相互運用性を確保することはかなり困難であるものとみられている。

25） EPCは、SEPAを推進するために、銀行界の調整機関として設立されたもの。これまでにも、SEPA送金（SCT）

やSEPA引落し（SDD）のルールブックを作成している。

26） 欧州の主要銀行約50行が株主となっている。

27） 「EURO1」（大口決済）や「STEP2」（小口決済）などのユーロの決済システムを運営している。



うことのできるサービスである。従来は、送

金を行うためには、送金相手の銀行の口座番

号を知っている必要があったが、知り合いで

あってもお互いに口座番号を知っていること

は少なく、送金のためには、まず口座番号を

教えてもらうことが必要であった。これに対

して、携帯番号であれば、家族や友人などの

親しい関係であればすでにお互いに知ってい

るため、これを口座番号の代わりに代理変数

として使えば、スマートフォンを使ってその

場で手軽に送金を行うことができる。こうし

た性格から、モバイル・ペイメントは、主と

して個人間の送金（P2P送金：Person-to-

Person Payment）に用いられる。

このモバイル・ペイメントは、スマート

フォンを使って支払いを行うという点で、ノ

ンバンクの支払サービスによく似ているが、

実は裏で動いているのは、既存の銀行間の決

済の仕組みとなっている点が特徴である。こ

のため、①口座番号と携帯番号とのヒモ付け

を行うデータベースを作ればよく、大規模な

システム投資が必要ないこと、②基本的には

銀行送金であるため、本人確認やテロ資金対

策、マネーロンダリングなどに強く、安全性

が高いこと、といったメリットがある。

最近になって、ノンバンクによって、さま

ざまな送金サービスが登場しており、それぞ

れが簡便な操作による送金を売り物にしてい

る。しかし、モバイル・ペイメントでは、ア

プリを用いて振込金額を入力し、スマート

フォンのアドレス帳から相手の携帯番号を呼

び出して指定するだけであり、ノンバンクの

送金サービスと比べても、簡便な操作で送金

を行うことができる。このため、モバイル・

ペイメントは、ノンバンクの決済サービスに

対抗する銀行側の防衛策になりうるものと言

え、事実、海外ではそうした観点から銀行業

界による取組みが行われている。

⑵ 英国のPaym

リアルタイムの24時間365日送金と同様に、

モバイル・ペイメントの分野でも世界をリー

ドしているのが英国である。

① Paymの概要

英国では、2014年 4月に、相手の口座番号

を知らなくても携帯番号により送金が可能で

ある「Paym」（ペイエムと読む）のサービ

スを開始した。

サービス開始から2年後の2016年央時点で、

英国民の 330万人が携帯番号を登録して

Paymのサービスを利用している。Paymの

サービスは主要17行が提供しており、1日当

たりの送金上限は250ポンド（約4. 3万円）と

なっている28）。

運営主体は、参加行が株主となっている

MPSCo29）であり、システム運営はファス

ター・ペイメントと同じくVocaLink 社が

行っている。

Paymの利用方法は、以下のとおりである。

1）取引銀行に携帯電話番号を登録する。

2）Paymのモバイル・アプリケーション

をダウンロードする。

3）アプリを起動させて、送金金額を入力

する。

4）スマートフォンのアドレス帳から送金

先を選ぶ。

5）送金ボタンを押す。

このうち、1）と 2）は事前の準備段階で

あり、実際に送金を行う時には、3）~5）の

操作を行うだけでよい。また、送金を行う際

には、送金内容を示す「昼のコーヒー代で

す」「先日はありがとう」といったのメッ

セージを付けることもでき、メッセージを添

えた温かみのある送金が可能となっている。

② Paymの仕組み

Paym の仕組みを図示したものが、図表11

である。送金人Aは、取引先X行に対して、

Reitaku International Journal of Economic Studies

― 14 ―

28） 1日当たりの上限を、自分で250ポンドよりも低く設定することも可能である。

29） Mobile Payments Service Company Limitedの略。



受取人Bの携帯番号により、Bへの送金を依

頼する。送金銀行であるX行では、これを受

けてBへの支払指図を中央データベースに送

ると、ここで携帯番号が口座番号に変換され

る。この口座番号により、ファスター・ペイ

メントに対して支払指図が送られる。あとは

通常の銀行間の送金として処理が行われ、リ

アルタイムの決済処理により、受取銀行Y行

のB口座への入金が行われる。

このように、Paymによる送金が可能と

なっている背景には、最終的にその送金を処

理する銀行間決済の仕組みであるファス

ター・ペイメントの存在がある。換言すると、

Paymを導入することができたのは、すでに

24時間365日のリアルタイム送金を行うファ

スター・ペイメントがあったことによるもの

である。つまり、モバイル・ペイメントと24

時間365日、リアルタイム送金の処理を行う

リアルタイム小口決済とは表裏一体の関係に

あり、ワンセットで整備される必要があるの

である。

③ Paymの利用状況

Paymは、英国の主要銀行17行30）がサービ

スを提供している。Paymの運営主体は、

「MPSCo.31）」であり、この 17行が株主と

なっている。

2015年末のPaymの登録者数は324万人で

あるが、これは1年前に比べて140万人の増加

（増加率では+57%）となっており、利用者は

足許で急速に拡大してきている。

2016年2Qの利用件数は、36万件/月であり、

これは前年に比べて2. 6倍となっている。1

件当たりの平均送金額は 49. 5ポンド（約

7, 900円）であり、1年前（56. 9ポンド）よ

りも低下している。これは、日々の支払いに

気軽にPaym を利用するようになったことの

表れとみることができる。

④ Paymの利用者アンケート

Paymの利用者アンケートをみると（図表

12）、まず年齢別には、34歳以下が58％、44

歳以下が85％を占めており、若年層の利用が

多いことが分かる。スマートフォンを自在に

使いこなせる年齢層が、Paymの主要ユー

リテール決済改革の世界的な潮流について

― 15 ―

30） この17行で、英国内の銀行口座のうち、約 9割をカバーしているものとされる。

31） Mobile Payments Service Company Limitedの略称。

図表11 Paymの仕組み

Faster Payments

Y行

B口座

ケータイ番号－口座番号
080######## -- 0123#####
070######## -- 2345#####
090######## -- 5678#####

＜中央データベース＞

送金人A 受取人B

②送金依頼
（ケータイ番号)

④口座番号への変換

③支払指図

⑤支払指図

⑥入金

X行

A口座
引落し

①登録 ①登録

出所：著者作成



ザーとなっているものと言える。また、男女

別にみると、利用者は男性68％、女性32％と

なっており、男性の方が利用に積極的である。

送金の相手としては、親しい友人（24%）

や友人の友人（16％）といった交友関係や、

両親（17％）、配偶者（17％）、兄弟（15％）

など家族間が多く、身近な間柄での個人間送

金に利用されていることが分かる。また送金

の理由としては、ガソリン代（21％）、映画

料金（19％）、食事代（18％）、プレゼント代

（18％）など、一括して支払った費用の分担

や割り勘の際によく利用されている。端数が

出るような割り勘の場合には、現金よりも使

い勝手がよい様子が窺える。また最近では、

中小ビジネスへの支払い（15%）といった用

途もみられるようになっている。

また、Paym利用者の感想をみると（図表

13）、①口座番号を相手に伝えなくて済む、

②携帯番号の方が口座番号より簡単である、

など口座番号を使わないことによるメリット

が最も高く評価されている。また、③ATM

に行かなくてよい、⑥現金を持ち歩かなくて

済む、など現金の代わりに簡単に支払いに使

えるという利便性にも高い評価が与えられて

いる。また、④他の銀行にも送金が可能であ

ること、⑦即時の送金が可能であること、な

ど銀行業界全体の取組みである点にも高いポ

イントが与えられている。こうした調査から

みると、Paymは、利用者にとってかなり便

利で使い勝手のよいサービスになっているも

のとみられる。このため、Paym の利用者の

うち80％が、このサービスの利用を知り合い

に薦めたいとしている32）。

⑶ 北欧のモバイル・ペイメント

北欧は、モバイル・ペイメントの先進国と

なっている。ここでは、スウェーデン、デン

マーク、ノルウェーについてみる。
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32） Paym Statistical Update（2016年 9月）。

図表12 Paymの利用者アンケート

利用者の年齢 送金先の相手 送金の理由

16〜24歳：24％

25〜34歳：34％

35〜44歳：27％

45〜54歳：6％

55〜64歳：4％

65歳以上：5％

親しい友人：24％

両 親：17％

配偶者：17％

友人の友人：16％

兄 弟：15％

ガソリン代：21％

映画料金：19％

食事代：18％

家計費：18％

グループでのプレゼント：18％

借入れの返済：17％

中小ビジネスへの支払い：15％

（注）2016年 7月時点

出所：Paym Statistical Update（2016年 9月）

図表13 Paym利用者の感想

メリット 割 合

① 口座番号を相手に伝えなくて済む 32%

② 携帯番号を使う方が口座番号より簡単である 27%

③ ATMに行かなくてよい 26%

④ 他の銀行にも送金が可能である 25%

⑤ 資金の受取りが容易である 24%

⑥ 現金を持ち歩かなくて済む 24%

⑦ 送金が即時に処理される 24%

⑧ 手間が省ける 20%

（注）2016年 7月時点

出所：Paym Statistical Update（2016年 9月）



① スウェーデンのSwish

英国とともに、モバイル・ペイメントの分

野で世界をリードしているのが、スウェーデ

ンである。

スウェーデンでは、英国よりも 1年半ほど

早く、2012年12月にモバイル・ペイメントで

ある「Swish」（スウィッシュ）のサービス

を導入している。国内の大手10行が共同でこ

のサービスを提供しており、利用者は相手の

携帯番号で送金を依頼すれば、リアルタイム

で送金を行うことができる。

Swishは、Bankgirot社33）が運営しており、

銀行間の資金決済は、24時間365日のリアル

タイム決済を行う「BiR」（Payments in Real

Time）で行われる。

Swishの利用者は、すでに460万人以上と

スウェーデン国民（960万人）の 5割（ 2人

に 1人）が利用するポピュラーなサービスに

成長している34）。特に、29歳以下の若年層

については、普及率は70%以上に達しており、

これらの層では、現金よりもSwishでの受取

りを好み、現金を受け取りたがらないといっ

た現象も起きている35）。教会での礼拝時の

献金もSwishで行われるようになっている36）

など、利用の用途も広がりつつある。

Swish の利用件数は、2014年は前年比6. 4

倍、2015年は同4. 1倍となっており、急ピッ

チで利用が拡大している。

② デンマークのMobilePayとノルウェーのVipps

デンマークでは、「MobilePay」という大

手行のDanske Bankが運営するモバイル・ペ

イメントのシステムがあり、利用者は300万

人と国民の50%以上に達している。

ノルウェーでは、「Vipps」という大手行

のDNBが運営するサービスがあり、2015年

の導入後 1年で、利用者は250万人と国民の

50%に達している。

このように、北欧（スウェーデン、デン

マーク、ノルウェー）では、モバイル・ペイ

メントが、いずれも国民の 2人に 1人が利用

するサービスに発展している。

⑷ 豪州の動き

豪州では、新しく構築するNPPの計画の

中に、予め「アドレス・サービス」が盛り込

まれている。これは、銀行側から受取人の携

帯番号によって送金を依頼すると、口座番号

に変換されるサービスである（図表 9参照）。

このため、豪州の場合には、小口決済のリア

ルタイム化（2017年後半）とワンセットで、

同時にモバイル・ペイメントが実現されるこ

とになる見込みである。

⑸ シンガポールの動き

シンガポールでは、2014年にFASTを稼働

させた際には、モバイル・ペイメントの機能

は盛り込まれていなかった。しかしその後、

この機能を追加することを決め、現在「中央

アドレス・スキーム」（CAS：Central Ad-

dressing Scheme）の構築を進めている。こ

の中央データベースが、携帯番号と口座番号

の読み替えの機能を果たすことになり、携帯

番号による送金が可能となる。

したがって、英国と同様に、リアルタイム

決済とモバイル決済の 2つの機能を有するこ

とになる見込みである。シンガポールの場合

には、携帯番号のほかに、「国民登録番号」

（NRIC37）number）も使えるようにするとい

う点が特徴である。

⑹ 米国の動き

米国でも、豪州と同様に、リアルタイムの

リテール決済改革の世界的な潮流について
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33） 国内の小口決済システムであるBankgiro System（わが国の全銀システムに相当）の運営主体である。スウェー

デンの大手7行が株主となっている。

34） Riksbank （2016）.

35） 関係者からのヒアリングによる。

36） New York Times, Dec 26, 2015

37） 国民登録番号カード（National Registration Identification Card）のこと。



小口決済の導入とワンセットで、モバイル・

ペイメントの機能が利用可能となる見込みで

ある。すでに、2013年にFedが「決済システ

ムの改善」を公表した時点で、3つの提言の

うちの 1つとして、「受け手の銀行口座を知

らなくても送金が行えるようにする」という

項目が盛り込まれていた。これは、すなわち

「携帯番号での送金を可能とする」というモ

バイル・ペイメントの実現を意味している。

実は米国では、大手行が同様なサービスを

す で に 提 供 し て い る。こ れ は、

「clearXchange38）」というサービスであり、

バンク・オブ・アメリカ、JPモルガン・

チェース、ウェルズ・ファーゴなど 5行39）

の顧客相互の間であれば、受取人の携帯番号

またはe-mailアドレスによる送金が可能であ

るというものであった。ただし、一部行の顧

客間のみのサービスであるため、現在までさ

ほど普及するには至っていない。

Fedのペーパーでは「ユビキタス」（誰で

も利用できる）という点が強調されていたが、

これには、このように一部行のサービスが先

行していたことが背景にある。つまり、一部

行の顧客のみではなく、銀行界が全体として

対応することにより、どの銀行の顧客の間で

あっても、携帯番号での送金ができるように

することが重要であるとの問題意識がこの

「ユビキタス」という方針の裏には隠されて

いたのである。

米 国 で は、前 述 の よ う に、TCH が

VocaLink 社と協力してリテール決済改革を

行う方針である。VocaLink社は、英国の

ファスター・ペイメントとPaymの両方のシ

ステムを構築し、運営を行っている。した

がって、米国でも、この2つの機能を組み合

わせたかたちで、新たなリテール決済システ

ムが構築される可能性が高いものとみられて

いる。

⑺ 欧州の動き

欧州でも、小口決済のリアルタイム化と同

時に、モバイル・ペイメントの機能が導入さ

れる予定である。ユーロ圏全体を対象とした

インスタント・ペイメントの導入を進めてい

るEBAクリアリングでは、計画書「ブルー・

プリント」の中で「ダブル登録」（Double

Registration）を実現すべき機能として挙げ

ている。これは、「口座番号」とその代理変

数である「携帯番号」の両方をヒモ付けて登

録するデータベースのことを指している。こ

のデータベースが構築されれば、Paymや

Swishなどと同様に、携帯番号による送金が

実現するものとみられる。

5．わが国の対応

ここまで述べてきたように、「リアルタイ

ム・リテールペイメント」（リアルタイム送

金、24時間365日送金）と「モバイル・ペイ

メント」（携帯番号による送金）の 2つを実

現しようとするリテール決済改革の動きは、

米国および欧州での新システムの導入に向け

た動きにより、世界的に大きなうねりになろ

うとしている。

わが国の決済市場がこうしたグローバルな

トレンドから取り残されないようにするため

には、わが国においても、小口決済の高度化

に向けて適切な時期に適切な対応を行ってい

くことが求められる。以下では、上記の2つ

の潮流に対するわが国の現状での対応につい

てみることとする。

⑴ 小口決済の24時間365日化への対応

① 現状の機能と課題

わが国で小口決済を担当している「全銀シ

ステム」は、平日の日中については、すでに

「リアルタイム送金」を実現している。すな

わち、顧客からの送金依頼は、全銀システム
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38） 米銀による個人間送金のネットワーク。2011年 5月に設立された。

39） このほか、キャピタル・ワン銀行とUSバンクが追加で参加している。



を通じてリアルタイムに銀行間で送受信され、

受取人の口座へのリアルタイム着金が実現し

ている40）。このため、全銀システムは、相

手口座への入金に 1〜3日を要する海外の小

口決済システムに比べると、世界的にみてか

なり先進的で効率的な小口決済の仕組みであ

るものと言えよう。

ただし、今般、海外で進められている改革

の動きと比べると、見劣りしている点は、送

金のリアルタイム処理が「平日の日中」に限

られている点である。しかし、この点に関し

ては、すでに全銀システムの運営主体である

「全銀ネット」（正式には全国銀行資金決済

ネットワーク）および全銀協が、2014年12月

に、全銀システムを「24時間365日稼働させ

る」ことを決定しており41）、2018年中に新

システムが稼働を開始して、24時間365日の

送金が実現する予定となっている。

② 24時間365日化の動き

24時間365日送金を実現するため、全銀

ネットでは、日中の決済を行ってきた既存の

システム（「コアタイムシステム」と呼称）

とは別に、休日・夜間用の新たなシステム

（「モアタイムシステム」と呼称）を構築して

対応することとしている（図表14）。モアタ

イムシステムへ参加するかどうか（つまり、

リテール決済改革の世界的な潮流について
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40） 全銀ネット（2016a）

41） 2014年 6月に公表された「『日本再興戦略』改訂2014」において、「政府としても資金決済の高度化に向けた取組

みを促す」との内容が盛り込まれたことが発端となっている。すなわち、銀行業界が自主的に24時間365日化に取り

組んだというよりは、政府からの要請に応えるかたちで改革が進められたものである。

図表14 コアタイムシステムとモアタイムシステムの利用

【上記以外の時間帯】
モアタイムシステム
(任意参加)

【平日8:30～15:30】
コアタイムシステム
(必須参加)

被仕向銀行仕向銀行

全銀システム

出所：全銀ネット（2016a）

図表15 24時間365日稼働における稼働時間

新稼働時間
(参加は任意)

現行の稼働時間

共通稼働時間
(参加行は共通して参加)

新稼働時間
(参加は任意)

新稼働時間
(参加は任意)

<平日> <休日>

0:00～8:30

8:30～15:30

15:30～18:00

18:00～24:00

(注）シャドー部分は、新たに拡大する稼働時間帯
出所：全銀ネット（2016b）をもとに著者作成



夜間や休日の送金対応を行うかどうか）は、

各行の任意とされている。

稼働時間帯についてみると、以下のとおり

である（図表15）。

⒜ 現行の稼働時間帯（平日の8:30〜15:

30）については、従来通り、全加盟銀行が接

続して、コアタイムシステムでの送金処理が

行われる。

⒝ 平日の15:30〜18:00については、モア

タイムシステムへの参加を選択した「参加銀

行」が共通して接続する「共通接続時間」と

される。

⒞ これ以外の18:00時以降の夜間と休日

については、参加銀行が各行の顧客のニーズ

等を踏まえて、個別に接続する時間帯を決め

ることとされている。

全銀ネットの調査（2016年 5月末時点）で

は、主要な加盟銀行のうち約 8割がモアタイ

ムシステムの稼働当初からの参加を希望して

いる（稼働後の参加希望を含めると、9割以

上が参加の意向である）。

③ 残された課題

このように、世界の 2つの潮流のうち「リ

アルタイム・リテールペイメント」（リアル

タイム送金、24時間365日送金）については、

わが国は、2018年中にも世界の流れにキャッ

チアップする計画である。

ただし、モアタイムシステムへの参加が任

意となっており、また各行が独自に稼働時間

を決めることができることになっている点に

ついては、懸念材料となる可能性がある。新

たに拡大する稼働時間帯において、リアルタ

イム着金が成立するためには、仕向銀行（送

金を依頼する銀行）と被仕向銀行（送金を受

ける銀行）の両方が、その時点でモアタイム

システムに接続していることが必要である。

しかし、送金を行う顧客は、自分の取引銀行

（仕向銀行）の稼働時間については知ってい

ても、普段から取引のない送金相手行（被仕

向銀行）の稼働時間については必ずしも知っ

ているとは限らない。この場合、送金人は

「リアルタイムに着金するはず」と考えて夜

間や休日に送金を行おうとしても、時間外で

送金ができないといった事態が発生し、混乱

が起きる可能性もありうる。また、何よりも、

各行がバラバラに稼働時間を設定することに

より、24時間365日対応が全体として中途半

端なものとなり、24時間365日化のメリット

を享受する利用者のカバレッジが低くなって

しまうという問題がある。また折角、稼働時

間を延長しても、利用者にとっては「分かり

にくく、使いにくい」という時間延長になっ

てしまう懸念がある。因みに、わが国でデ

ビットカードが導入された際にも、各行が利

用時間をバラバラに決めたため、利用者が混

乱したという事例がある42）。

こうした混乱を避けるためには、①稼働時

間のグルーピングを行い、ある程度の統一性

を持たせること（22時行、24時行、24時間稼

働行など）、②参加行の稼働時間の一覧表を

示すこと、③各行の稼働時間を検索できるよ

うなウェブサイトを作成すること、などの対

策が考えられる。

24時間365日送金を実施している海外の事

例をみると、大手行を中心とする参加行は24

時間365日を完全に実現する一方、参加しな

い銀行はまったく稼働時間を延長しないとい

う「オール・オア・ナッシング方式」となっ

ている例が多く、顧客にとっては、非常に単

純で分かりやすい図式となっている。各行が

独自に稼働時間を決めてよいという「任意選

択方式」は、国際的にみるとかなり異質であ

ることを指摘しておきたい。海外の事例など

も参考にして、顧客にとって、シンプルで分

かりやすい時間延長を目指すべきであろう。

⑵ モバイル・ペイメントへの対応

前述したように、これからリテール決済改
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42） デビットカードの導入時に、各行が利用可能時間をバラバラに設定したため、顧客にとっては分かりにくい仕組

みとなってしまった。このこともあって、わが国では、結局デビットカードはあまり普及しなかった。



革を進める米国、欧州、豪州などでは、小口

決済のリアルタイム化、24時間365日化とモ

バイル・ペイメントの導入をワンセットで進

めようとしている。また、すでにモバイル・

ペイメントを導入している国（英国、ス

ウェーデンなど）では、利用が急速に拡大し

ており、特に若年層では普及率が高くなって

いる。今後、米国、欧州でモバイル・ペイメ

ントが導入されると、こうしたスマートフォ

ンを使った送金の方法が一気にグローバル・

スタンダード化する可能性があるものとみら

れる。

上記のように、海外では24時間365日化と

モバイル・ペイメントがワンセットで実現さ

れようとしているのに対し、わが国では、た

またま24時間365日化の議論が先行したこと

もあって、モバイル・ペイメントについては、

24時間365日化の議論とは切り離されて、単

独の対応課題として検討されようとしている

点が、海外との大きな違いとなっている。

すなわち、金融審議会の下に設置された

「決済業務等の高度化に関するワーキング・

グループ」が2015年12月に公表した報告書の

中で、「複数の金融機関が参加する、携帯電

話番号を利用した送金サービスの提供を検討

すること」が提言され、これを受けて、銀行

界では「24時間365日化」とは別建てで検討

が行われている。ただし、まだ対応を行うべ

きかどうかを議論するという初期の検討に止

まっており、さほど検討が進んでいない状況

にある。海外の流れに遅れない対応が望まれ

るところである。

おわりに

最後に、数年後の予想される姿をみておこ

う。すでに改革が実現している英国やス

ウェーデンなどに加えて、米国と欧州が「リ

アルタイム・リテールペイメント」（リアル

タイム送金、24時間365日送金）と「モバイ

ル・ペイメント」（携帯番号による送金）の2

つを数年以内に同時に実現する予定である。

このため、こうした改革の動きはかなりの広

がりを持つことになる（図表16）。

これに対して、わが国では2018年に365日

24時間化が行われるものの、稼働時間につい

ては、各行がバラバラに決めるというやや中

途半端なものになる見込みである。また、モ

バイル・ペイメントについては、まだ対応す

るかどうかが決定されていない状況にある。

世界の潮流に遅れないようにするためには、

本稿で紹介したような海外の先進的な取組み

も参考にしたうえで、わが国の実情にも合せ

て、適切な対応を行っていくことが必要であ

ろう。

（麗澤大学教授）
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図表16 数年後の予想される姿

国
24時間

365日化

モバイル・

ペイメント
備 考

米 国 〇 〇
2017年 6月に主体が選定され、2019年〜2021頃に稼働の予定。

TCHがVocaLink社と契約済み。

欧州（ユーロ圏） 〇 〇 EBAクリアリングが2017年11月に稼働開始の予定。

英 国 〇 〇 2008年にファスターペイメントを、2014年にPaym を導入済み。

豪 州 〇 〇 2017年後半にNPPが稼働開始の予定。

スウェーデン 〇 〇 2012年にBiRとSwishを導入済み。

シンガポール 〇 〇 FASTが2014年に稼働済み。CASを構築中。

日 本 △（注 2） ×（注 3） 2018年にモアタイムシステムを稼働予定。

（注 1） 〇は、現在または数年後の時点で、対応済みであることを意味する（システムが稼働済み）。

（注 2） 各行が稼働時間をバラバラに決める方式であることから△とした。

（注 3） 対応を行うかどうかが未定のため×とした。
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Summary

Global Trend towards Real-time Retail Payment Systems:

Centering on 24/7 Operation and Mobile Payment

Masashi Nakajima

There is a clear trend towards Real-time Retail Payment Systems on a global basis. Retail

payment systems were left behind the surge of technological innovation and remained in

backward systems. To get out of this situation, several countries try to build new retail

payment systems, i.e. Real-time Retail Payment Systems (RT-RPS). Most of these RT-RPSs

have common characteristics: near-real-time payment, 24/7/365 operation and mobile payment

function.

These reforms have its roots in U.K. which introduced“Faster Payments”as RT-RPS and

“Paym”as mobile payment service. This trend has spread to Singapore and Australia. Then at

last, U.S. and euro area has started the similar project for sophisticated retail payment system,

which means that making RT-PRS is becoming a global trend. Japanese banking society

should take appropriate action to keep up with this global trend.

（
受付 平成28年 9月30日

校了 平成28年12月16日）
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